
科目名称：工学倫理

モジュール名称：６、倫理リテラシーを高めるために（２）
講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

　倫理リテラシーにかかわる具体的問題として、安全とリスクの概念について説明する。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル：安全とリスク
ノート：今回は、倫理リテラシーにかかわる具体的な問題として、安全とリスクの概念について説明する。

レクチャーの流れ

１「安全」と「リスク」

２リスクアセスメントの手法

３リスクコミュニケーションの考え方

４コンセンサス会議の取り組み

５企業レベルでの取り組み

ページ２ サブタイトル：安全とリスク

ノート：安全性は公衆の生命や健康に直接関わってくるので、工学倫理においても最重要な価値とみなされている。

企業活動のさまざまな側面で安全性が問題になってくる。製造業ならば、大きくわけて、製造工場をめぐる（従業員や付近住民の）安全性の問題と、製品をめぐる（ユーザーやユーザーの周辺の人々の）安全性の問題が主に出てくると思われる。

安全であるとはどういう意味か

「危険がない状態」？

しかしリスクが全くないという意味で「安全」をとらえるとおかしなことになる。

たとえば

どんな安全運転をしても不可抗力で事故がおきる可能性はある。どんな安全な薬でも一度に1000粒飲んだらお腹をこわす、など。

「リスクがまったくない状態」は事実上ありえない。

ページ３ サブタイトル：安全とリスク

ノート：安全の定義

工学倫理上の安全は「許容し得ないリスク(intrelable risk)が存在しないこと」と定義される。（「リスク」の定義は後出）

つまり、ある程度のリスクがあることは安全であることとは矛盾しない、という考え方がとられる。

ページ４ サブタイトル：安全とリスク

ノート：モジュール２で説明されたように、技術者の安全性に関する倫理にはいくつかの考え方（モデル）がある

業務過誤モデル

合理的注意モデル

立派な仕事モデル

安全性が関わる問題は、結果の重大さからいっても業務過誤モデル（つまり、法律や基準にしたがう）だけでは不十分と思われる。明文の規定があろうとなかろうと、予測される危険について先回りして考えることが重要。

安全の問題について先回りして考えていくための手法として、リスクアセスメントという方法がしばしば利用される。

ページ５ サブタイトル：リスクアセスメント
ノート：まず、リスクアセスメントをめぐる基本概念を紹介していく。

ハザード----望ましくない結果を引き起こすもの、出来事（有害化学物質、事故など）
リスク----「リスク」という言葉は日常語ではもっとあいまいに「危険」と同義語として使われているが、リスクアセスメントの文脈ではもっと厳密な定義が要求される。
そのハザードによって起きる状態の重大性（発ガン、死亡）、およびそれがおきる確率。たとえば発ガンの重大性が１０として、発ガンの確率が１００分の１であるとすると、リスクは１０×１／１００＝１／１０という形であらわされる。

リスクアセスメント-----ふつうリスク分析(risk analysis)とリスク管理(risk management)の二つの段階からなるとされる。

リスク分析---リスクの見積もり

リスク管理---代替案との比較、リスクの甘受から得られる利益との比較）

ページ６ サブタイトル：リスクアセスメント
ノート： リスク分析の手順にはいくつかのやり方があるが、ここでは二つを紹介する。

（１）有害物質の健康への影響

１ハザードの同定　ある物質が健康に影響があるかどうかを確定

２用量作用評価　(dose-response assessment)　摂取量と影響の関係。この段階で、そのハザードの影響にグループごと（特に年令や性別によって）に差がないかどうか、高用量から低用量への外挿、動物から人間への外挿をどうするかといった問題が扱われる。

３露出評価 (exposure assessment)　 調査対象となっている特定のグループの人たちが実際にどのくらい摂取しているか

４リスクの特徴づけ　1~3の各段階の記述をもとに、特定のグループの人々の健康にどの程度の影響があるかを見積もる

ページ７ サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：（２）工業製品のリスク分析

１システムの特定　製品の構造、複数の製品が一緒に用いられる場合にはその相互関係、場合によっては製品の使用者もシステムの一部として見る必要が出てくる（ヒューマンエラーが重要な要因となるような場合）

２ハザードの特定　そのシステムのどの部分が壊れたりうまく行かなかった場合に被害が生じるか、のシナリオの特定（イベントツリー分析、フォールトツリー分析の二つの手法がある）

３影響の見積もり　それぞれのシナリオに関して影響の大きさを見積もる

４確率の見積もり　それぞれのシナリオが生じる確率を見積もる

５リスクの見積もり　１から４の情報をもとに、そのシステムがどの程度危険かの見積もりを行う

（注：ここでは詳しくは説明しないが、イベントツリー分析とは、あるシステムがとりうるさまざまな状態を網羅的にツリー状に調べる方法。フォールトツリー分析とは起こりうる事故などから出発して、どういう条件がそろったらその事故が起こりうるか、というように遡って考えていく方法。イベントツリー分析は見落としが少ないが、扱う情報量が膨大になり過ぎる傾向がある）

ページ８ サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：ここで見たようなリスク分析は基本的には化学、工学など理系的な手法によって扱うことができる。しかし、理系的判断だけでは処理できないさまざまな意志決定の要素が入ってくる。たとえば、

１．疫学的データの扱いをどうするかという問題がある。疫学的データとは、たとえばある工場の周辺の住民の発ガン率が平均発ガン率より高い、といったデータ。

２．外挿をどうするか。外挿とは、データから予測をたてる際に、得られたデータの範囲外へむけた予測をすること。たとえば１グラムから5グラムまでについてデータがある状態で、１５グラムならどうなるかを予測するような場合。これに対して、得られたデータの間について予測をたてるのが内挿。たとえば１グラムと３グラムについてデータがある際に、２グラムならどうなるか予測するなど。一般に、外挿は内挿より信頼性が低い。

動物実験から人間の発ガン性を考える場合には二重の外挿が必要になる。一般論として、毒性は体重と逆の相関があるとされるが、実験動物の体重は人間の体重よりはるかに小さいので、外挿が必要になる。また、有意な結果を得るためにはその物質を大量投与することになるが、実験室の大量投与の結果から、実際の工場排水・排気のような少量の暴露の結果を推測する必要がある。

一番信頼できる外挿をするか、危険を一番大きく見積もる外挿をするかで結論は全く変わってくる。そうした選択は結局社会的な要素が関わってくる。たとえば原子力や放射線関係でのリスク分析では危険を最大に見積もる方法を使うのが一般的とのこと。

ページ９ サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：リスク管理において基本的な判断基準として使われるのはリスク便益分析(risk-benefit analysis)という考え方。
あるリスクを、そのリスクを削減することによって生じるコストや失われる利益（同じ数値にまとめられたもの）などと比較し、最善の選択肢を選ぶという手法。

思考のプロセスとしては功利主義の基本モデルとして紹介した考え方と非常に近い。

ページ10 サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：しかし、ある物質がハザードと特定されたのなら、なぜ単純にその物質の排出を禁止しないのか？ここで大事になってくるのがリスクトレードオフという考え方。
リスクトレードオフとは、あるリスクをむやみに減らそうとすることで別のリスク、別のコストが生じること

ページ11 サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：リスクトレードオフの例

例：フロンは不活性であるために爆発の危険がなく、毒性もないため、冷蔵庫やクーラーの冷却剤として歓迎されたが、その不活性さゆえにオゾン層まで破壊されずにたどり着きオゾンを破壊する。オゾン層破壊が問題になってフロンは代替フロンにとってかわられつつあるが、今度は代替フロンの温暖化作用が問題となってきている。最近では、代替フロンにくらべれば温暖化作用の小さい二酸化炭素を利用するといった研究もすすめられているが、高圧を必要とするなど、技術的な問題がある。

ページ12 サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：あらゆる面で人命に関するリスクをゼロにするのはそもそも実行不可能。

仮にできたとしても環境破壊などの多大な損害と引き替えにならざるをえない。

したがって、トレードオフ判断は不可欠

ただし、トレードオフを強調しすぎることはリスクの存在を許容するための免罪符となる可能性があるので危険。

また、単純なトレードオフの図式は数値化されにくいものを排除する危険性がある。
ページ13 サブタイトル：リスクアセスメント

ノート：リスク便益分析と社会

リスク便益分析をするには、どういう被害がどれだけ深刻な問題ととらえられているか、選択肢の善し悪しを判断する上で人々がどういう基準を用いるか、といったことを理解する必要がある。その意味で、リスク便益分析は単なる算数の問題として解決することはできない。

ページ14 サブタイトル：リスクコミュニケーション

ノート：リスクにかかわる情報や意見のやりとり（特にリスク発生源となる側の企業とリスクの受け手となる住民やユーザーなどの間で）をリスクコミュニケーションという。コミュニケーションという以上、双方向性や対話性が重要となってくる。専門家は情報を流し、一般人は何を心配しているのか伝えることになる。

リスクコミュニケーションの必要性の一部は、リスクアセスメントについての以上の説明からも導き出せる。すなわち、リスクアセスメントのさまざまな段階で社会的配慮が必要ということは、リスクアセスメントをするにはその物質や製品によって影響をうけるユーザーの視点が必要になってくるということである。

また、説明責任（モジュール７で説明）の観点からいっても、ある製品や工場が安全だと企業の中でだけ納得していても意味がなく、不安に思う人々にきちんと説明する責任が企業や技術者の側に発生する。

ページ15 サブタイトル：リスクコミュニケーション

ノート：リスク情報を送る際に気をつけるべきこと

回避行動ができるように（事故の時に避難するなど）情報を送ること
人々が自己決定権を行使できるように（危険かどうかの判断を人々が自分でして行動できるように）情報を送ること
人々の心理的必要に応じて（人々が何を不安に思っているか、何を知りたがっているか、に配慮して）情報を送ること

さらに、個別のケースできちんとリスクをおくるだけでなく、制度的にもリスク情報がきちんと送られるよう整えることも大事

ページ16 サブタイトル：リスクコミュニケーション

ノート：リスクコミュニケーションで双方向性が重要になる理由の一つは、人々のリスク認識は単なるリスク便益分析の枠にはおさまらないから。少なくとも次の二つの因子の存在が指摘されている。
破滅性因子----原発事故などに代表される「結果のおそろしさ」の因子

原発事故のように多くの人が一度に死ぬようなタイプのリスクは、自動車事故のように個々の事故での死者が少ないタイプのリスクにくらべ、より大きなリスクと判断される。計算の仕方にもよるが、事故の発生率や総死者数からいえば自動車事故の方がはるかに高いのはまちがいない。
未知性因子----遺伝子組み替えなどに代表される「結果のわからなさ」の因子

あることがおきるかどうかよく分からないばあい、リスク便益分析の観点からいえば、そのリスクはその不確かさの分低く見積もられなくてはならないはず。ところが、この因子によれば、「何がおきるかわからない」こと自体が逆にリスクを大きく見積もる基準とされる。「よく分からないから恐い」ということか。

ページ17 サブタイトル：リスクコミュニケーション

ノート：人々のリスク認識（続き）
自発性因子
自発的に引き受けるリスク（登山など）については許容度が高くなる

ということは、人々が自発的にあるリスクを引き受けるつもりがあるかどうか、という情報もリスク便益分析の結果を修正するために必要ということになる。
以上のようなさまざまな因子をどう扱うべきか。リスク便益分析の専門家の観点からいえばこれは人々の不合理性の証拠で、そういう人たちはリスクコミュニケーションをそうした不合理性を正す場所としてとらえる。しかしリスク便益分析で扱える問題だけが重要な問題だという前提自体、一つの価値判断であり、それほど根拠があるわけではない。（モジュール５であつかった三つの倫理学的立場の対比を想起してほしい。リスク便益分析は功利主義のモデルにのっとっているが、義務論や徳倫理学という別の判断の枠組みも存在している。）

だとすれば、破滅性因子や未知性因子などは単なる不合理性と見るのでなく、そもそもリスク便益分析はリスクというものの全貌をとらえていないと考えるべきではないか。

ページ18 サブタイトル：リスクアセスメントの倫理問題
ノート：リスクアセスメントについては、ここまでに指摘したほかにもいくつかの問題点が指摘される。

（１）リスクの見積もりはどの程度客観的なのか

リスクアセスメントをすると非常に具体的な数字（発ガン率が１００万人にひとり、等）が出てくることが多い。しかし、数字が具体的であることは数字が客観的であることを意味しない。
（２）トレードオフという考え方自体の問題

トレードオフという考え方を強調することについては、人々に「ある程度はしかたないか」とあきらめの気持ちを持たせてしまい、もっとがんばれば削減することのできるリスクをそのままにさせてしまう、という批判がなされている。実際、原子力業界の安全基準の高さは、「１００％安全」を求める人々の要求に動かされてきた面が大きい。

（３）分配的正義の観点（公害病などは？）

リスク便益分析に対する義務論的な批判として、リスクが不平等に分散することが挙げられる。極端な例として、工場排水や排気ガスから生じる公害病などの場合、被害をうけるのは工場周辺の限られた人たちだが、製品から得られる便益を受け取るのはもっと広い範囲に住む人たちである。そういう場合にリスクと便益を単純に総和して比較するのは許されるのか、という問題がある。（無実の人を処刑するのと基本的には同型の問題）

（４）自然生態系の価値など数値に換算しにくい価値

最後に、自然生態系の価値など、数値に換算しにくい価値をどう扱うかという問題も残る。ここでもリスクコミュニケーションによって情報を共有し、自然生態系にどのくらい価値があるのか、人々がどれくらい価値をみとめているのか、を考える必要が生じてくる。

ページ19 サブタイトル：コンセンサス会議

ノート：リスクコミュニケーションの具体的な方法として、まずコンセンサス会議のとりくみを紹介する。（この考え方を企業レベルでどう使うかについてはまたあとでふれる。）

コンセンサス会議は専門家と素人の間の双方向的な意志決定の必要性から生まれた手法で、社会全体のコンセンサスを必要とするような技術問題について一般市民のパネルが討論する。

この手法は最初アメリカで医療政策の分野で開発されたが、そこでは問題の医療技術にたずさわっていない医者などがパネルを構成する。その後北欧で市民参加型のコンセンサス会議が大々的に行われるようになった。

ページ20 サブタイトル：コンセンサス会議

ノート： コンセンサス会議の事例

日本ではこれまで何回かコンセンサス会議の試みがなされている。

１９９８「遺伝子治療」（民間財団の出資による実験的試み）

１９９９「インターネット技術」（同上）

２０００「遺伝子組み換え作物」（農林水産省先端技術産業振興センター）

２０００「ヒトゲノム研究」（科学技術庁、三井情報開発）

ページ21 サブタイトル：コンセンサス会議

ノート：コンセンサス会議の構成

コンセンサス会議にはふつう、市民パネル、専門家パネル、運営委員会・ファシリテータの三つの部分が存在する。

市民パネルは一般公募され、当該の問題に専門知識をもたないが議論に参加する意欲のある人が選ばれる（１５人程度）。性別や年令に片寄りが生じないような配慮はなされる。

専門家パネルは当該の問題についてくわしい専門知識を持つ者が運営委員会によって選ばれる。

運営委員会・ファシリテータは、会議がきちんと運営されるような配慮をする。運営委員会は市民パネルの公募や専門家の選出、ファシリテータは実際の議事の進行や意見のとりまとめの補助を行う。

ページ22 サブタイトル：コンセンサス会議

ノート：コンセンサス会議の流れ

市民パネルが、その問題について解決すべき「鍵となる疑問」をまとめる

↓

専門家パネルが市民パネルに対して「鍵となる疑問」に答えるために必要な知識を提供する。市民の側からも積極的に情報の引き出しを行う

↓

専門家パネルからえた情報をもとに、市民パネルは「鍵となる疑問」への答えをまとめる。意見が一致しなかった場合には両論併記の形でまとめる。

↓

まとめた結果を「コンセンサス文書」として公開する。

ページ23 サブタイトル：コンセンサス会議

ノート：この手法のポイントは、専門家の情報をもとに、市民が、自らの関心や価値観に基づいて判断を行うことができる点。

また、市民パネルへ解答する過程で、専門家の側も市民と専門家の関心・価値観のずれに気付く、という効果も期待される。

ページ24 サブタイトル：企業レベルでの取り組み

ノート：アメリカの化学業界では、「レスポンシブル・ケア」（モジュール１参照）の一環として、コンセンサス会議と類似した取り組みが行われている。

こうした取り組みの基礎となっているのは1986年の「地域住民の知る権利」法　Emergency Planning and Community Right-To-Know Act。これは、有害物質を取り扱う企業に対して、排出量などを当局と地域住民に公開するよう求める法律。そうした企業は有害物質排出目録（TRI)を提出しなくてはならない。

この法律の制定は有害物質排出量の削減に大きな力があったとされている。

単なる規制であれば規制値を下回ってさえいればよい、と考える企業が多いが、有害物質排出量が公開されると、排出量の多い企業は、企業イメージに直接響くからである。

ページ25 サブタイトル：企業レベルでの取り組み

ノート：化学業界におけるコミュニティ諮問委員会の取り組み

アメリカの化学業界では、「地域住民の知る権利」法への取り組みの一環として、コミュニティ諮問委員会(community advisory panel)やコミュニティ諮問グループ(Community advisory group)の会議を開催している。こうした会議は企業のイメージアップ戦略という要素も強いので、それぞれの会社がファシリテータを雇う場合が多いが、環境保護団体や地域住民やEPA（環境保護局）がファシリテータとなる場合もある。パネルには企業とは独立の立場にある人たち（特に環境問題に関心のある地域住民や、地域である程度責任のある立場の人、あるいは環境保護運動の活動家など）が集められる。

コミュニティ諮問委員会は、企業の公開したTRIに基づいて、その程度なら本当に大丈夫なのか、もっと排出量を減らすべきではないか、地域住民が不安に思うのは何か、それを解消するにはどうしたらいいか、などの問題について、企業とは独立の立場・視点から討論を行う。企業の側の人間が企業内の事情に関する専門家として説明を行う。

ページ26 サブタイトル：コンセンサス会議の問題点

ノート： コンセンサス会議はいいところばかりではない

（１）「市民」や「専門家」のあいまいさ

「市民」と称して、結局活動家ばかりが集まってきたり、逆に産業の側と縁のある人が集まってきたりした場合、かえってバイアスのかかった結論を正当化してしまう可能性もある。「専門家」の方も、一体だれがその問題の専門家なのか、という点が問題となる（日本のコンセンサス会議では社会科学系の専門家もパネルに加わって、科学技術論のレクチャーを行ったという）。

（２）結論のあいまいさ

コンセンサス会議で得られた結論がどういう意味を持つのかについてもあいまいである。結論に強い拘束力を持たせるためには、市民パネルの選択を陪審制に近い強制的な形にして、一般市民全体の代表としての性格を保たせる必要があるだろう。また、コンセンサス会議で出てくる少数意見をどう処理するかという問題ものこる

以上の点を考慮すると、コンセンサス会議は何か結論を出すための場というより、専門家パネルと市民パネルの間でリスクコミュニケーションが行われる場として理解した方がすんなり理解できる。

ページ27 サブタイトル：まとめ

ノート：今回の講義のまとめ

安全であるということはリスクゼロを意味しない。

リスクアセスメントには化学・工学など理系の知識だけでなく、社会の側についての知識も必要。

きちんとしたリスクアセスメントをするためにも、リスクコミュニケーションは双方向的である必要がある。

コンセンサス会議という手法は個別の企業のレベルにも応用でき、リスクコミュニケーションの手段として注目できる。

講義におけるインストラクター、教員の条件：

リスク論やコンセンサス会議について知識を有する者

科目開発担当者：

黒田光太郎（名古屋大学工学研究科教授）、
伊勢田哲治（名古屋大学情報科学研究科助教授）、

戸田山和久（名古屋大学情報科学研究科教授）、

杉原桂太（南山大学社会倫理研究所非常勤研究員）
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